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研究成果の概要（和文）：  世界97か国の国家安定性を，安定度をみる上向き評価・不安定度をみる下向き評価双方の
DEA(Data Envelopment Analysis)手法で計量し，その1981-2004年(冷戦終結(1989年)前後24年)の推移をDEA/MI(Malmqu
ist Index)分析で明示する方法論を提示した。分析は統合国(ドイツ)・分裂国(ソ連，チェコスロバキア，ユーゴスラ
ビア)に焦点をあて，特に多数生じた分裂後継国については，2004年(分裂後10数年)における安定性の評価を行った。

研究成果の概要（英文）：    This study measured the nation stability of 97 countries in the world using bo
th upper- and lower-bound data envelopment analyses (DEA), and presented a DEA/Malmquist Index (DEA/MI) me
thodology for viewing its shift in the period 1981-2004, i.e., for 24 years before/after the end of cold w
ar (1989).  We analyzed focusing on a unified country (Germany) and split countries (Soviet Union, Czechos
lovakia and Yugoslavia).  For a lot of successor countries emerged from the splits, we evaluated and ranke
d their stability in 2004.  
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1. 研究開始当初の背景
(1)あらゆる面でグローバル化が進んだ今日，世界
各国の国家安定性を評価することの重要性は言を
待たない。国の安定性を量的に評価するには，多
数の社会指標を用いた総合評価にならざるを得な
いが，そのような評価研究は国内外に皆無である。
カントリーリスク (例えば，井上 (1985))と呼ば
れる国の格付けも存在するが，投融資に関するリ
スクに限定され，その格付けの方法論は明快でな
い。カントリーリスクをも含む安定性の議論とし
て，Rotbergの一連の研究 (Rotberg, 2003; 2004)
があるが，それらは定性分析に止まっている。

(2)本研究では，国家安定性の測定法として，DEA
(Data Envelopment Analysis; Charnes et al.
(1978), Cooper et al. (2006))の導入を考える。
DEAは，多入力・多出力をもつDMU (Decision-
Making Unit)と呼ぶ対象の相対効率を測定する数
理計画手法であるが，入力をマイナスの (値が小
さい方が望ましい)安定性に関する評価指標，出力
をプラスの (値が大きい方が望ましい)安定性に関
する評価指標で置換することにより，DMUの安
定性の総合評価が可能となる。DEAをこのように
効率以外に適用する「DEAノン効率分析」のアプ
ローチは， 研究代表者ら (Hashimoto-Ishikawa,
1993)により最初に提案されたものである。この
論文は，DEAノン効率分析のパイオニアワーク
として，国際的に引用・参照が多い。

(3) 研究代表者は，上記論文を端緒とする DEA
ノン効率分析研究を多岐にわたり展開しており，
それらを列挙すると，以下の通りである:
1© QOL (Quality-Of-Life; 生活の質)分析
Hashimoto-Ishikawa (1993); Hashimoto-
Kodama (1997); Hashimoto et al. (2009)
2© 野球打者評価
橋本 (1993)
3© 一芸入試選抜システム
Hashimoto (1996)
4© ランキングシステム分析
Hashimoto (1997); Hashimoto-Wu (2004)
また橋本 (2008)は，DEAノン効率分析の解説で
ある。本研究は，このような DEAノン効率分析
で国家安定性を考察するというユニークな発想に
基くものであった。

2．研究の目的
(1) 本研究は，世界の国の安定性を DEAで計量
し，その推移を DEA/MI (Malmquist Index)分
析 (Malmquist, 1953; Färe et al., 1994)で明示化
する方法論を提示する。分析対象期間は，1981-
2004年の冷戦終結 (1989年)前後 24年 (ただし，
データ不備により 1993年は分析対象から外す)，
対象国は延べ 97か国である。ここでは国の安定
性を安定度・不安定度の両方向から評価し，冷戦
終結前後でそれが如何に推移したかを実証する。

特に，冷戦終結直後の統合国 (ドイツ)・分裂国
(ソ連，チェコスロバキア，ユーゴスラビア)に焦
点をあて，統合・分裂前後の安定性の推移を明示
する。また，多数の分裂後継国について分裂後の
状況を把握するため，後継国の格付け評価など更
なる分析を加える。

(2) 本研究は，具体的研究目標として次の 5点を
おく:
1© DEA/MI分析により，各国の安定度・不安定
度の推移をみる。
2© 世界の安定度・不安定度フロンティアの冷戦
終結前後での推移をみる。
3© 安定度・不安定度フロンティアの上昇・下降の
推進に貢献・責任があった国を見出す。
4© 統合・分裂国の統合・分裂時点前後の安定度・
不安定度の推移を，その統合・分裂の形態に合わ
せて明示する。
5©「階層フロンティア分析」,「上向き・下向き評
価DEA併用によるフロンティアDMUの差別化」
などにより，分裂後継国の更なる分析を行なう。

3. 研究の方法
(1) DEAマイナス・プラス評価指標の選定
国家安定性を DEAで測定する DEA入出力と

して，DEAノン効率分析の考えから下記のよう
に 4マイナス・2プラスの 6評価指標を選定した。
これらは，まず国の安定性をみるアスペクトを 1©
国内経済， 2© 対外経済， 3© 国内社会， 4© 対外社
会とし，それぞれに対応する指標を選定し，各々
をマイナス・プラス指標に分別したものである:
マイナス評価指標
輸入額/GDP ( 2© 対外経済)
テロ発生件数 ( 3© 国内社会)
戦争勃発の危険性 ( 4© 対外社会)
軍事費/GDP ( 4© 対外社会)

プラス評価指標
1人あたり実質 GDP ( 1© 国内経済)
政権安定度 ( 3© 国内社会)

(2) DEA/MI分析
(1)の評価指標データを DEA (CCR)モデルに

適用し，各国の安定性を測定する。また，その推移
をDEA/MIで分析する。推移を正確にみる方法と
して，研究代表者ら (Hashimoto-Haneda, 2008)
により提案されたMI分析累積指数を用いる。更
に，国家安定性を安定度からみる通常の (上向き
評価)DEAに加えて，不安定度からみる下向き評
価 DEA (DEA−) (山田ほか，1994; Doyle et al.,
1995)の採用も考え，DEA−分析，DEA−/MI分
析を行う。

(3) 国の統合・分裂を含むデータパネルの作成
分析対象期間は 1981-2004年，分析対象国は延

べ 97か国であるが，1981年には 74か国であった
対象国が 2004年には 92か国になっている。すな



わち本研究の分析対象期間には，国の統合・分裂
が含まれる。これは国の安定性の推移をDEA/MI
で分析するとき，年ごとの DMU数が増減するこ
とを意味し，各年の DMU数が同一のパネルデー
タを前提とする標準的な DEA/MI計算を適用し
難い。本研究ではパネルデータを操作すること
により，国の統合・分裂を含む場合でも標準的な
DEA/MI計算を可能にする次のような技法を提
案している。
その技法は統合の場合，統合の結果新たに生じ

た (1つの)統合国の統合後の時系列データを，複
数の統合前存国の統合後の時系列データとして同
一のものをデータパネルに組み込む。すなわち，
データパネルには統合国は存在せず，統合後も統
合国の同じ時系列データをもった複数の統合前存
国が存在しているようにする。
分裂の場合も同様に，分裂の前に存在した (1

つの)分裂国の分裂前の時系列データを，複数の
分裂後継国の分裂前の時系列データとして同一の
ものをデータパネルに組み込む。すなわち，デー
タパネルには分裂国は存在せず，分裂前も分裂国
の同じ時系列データをもった複数の分裂後継国が
存在しているようにする。
以上のような操作により，各年の DMU数が等

しいデータパネルが作成でき，標準的 DEA/MI
計算により次に述べる統合国・分裂国の分析が可
能となる。
なお，後記の 5. 主な発表論文等〔雑誌論文〕

2©は，本研究で開発したこの技法を市町村合併の
行政効率の推移測定に適用したものである。本研
究と手法面で密接に関連し，本研究期間中に出版
されたものであるから本研究の成果の 1つとして
あげている。

(4) 統合国・分裂国の分析
統合国 (ドイツ)・分裂国 (ソ連，チェコスロバ

キア，ユーゴスラビア)各々につき詳細分析を行
なう。すなわち，安定度・不安定度の累積指数グ
ラフを，それぞれの統合・分裂時点を基準年にし
て描くことにより，統合・分裂の形態そのままに，
前存国・後継国の安定性の推移を統合・分裂を挟ん
で一目瞭然に表示する (図 2はドイツ統合 (1990
年)についてのグラフであり，1990年を基準年と
している)。
また分裂 3国について，分裂前に安定性の面か

ら分裂の兆しが窺えるか検討する。

(5) 分裂後継国の分析
多数生じた分裂後継国については特に，2004年

(分裂後 10数年)における安定性の評価を行う。こ
こでは，研究代表者 (Hashimoto, 1996)が提案し
た「階層フロンティア分析」を採用する。
また同一階層に属する分裂後継国の差別化が必

要となる場合について，「上向き・下向き評価DEA
併用によるフロンティア DMUの差別化」を提案
している。

4. 研究の成果
(1)図 1により国別の安定性の推移をみると，1989
年の天安門事件は中国の不安定度 (MI−)に，1991
年の湾岸戦争，2001年の同時多発テロは USAの
安定度 (MI)にみることができる。このように歴
史的事実が確実に推移グラフに反映されているこ
とから，本研究の分析手法の妥当性を確認できた。

(2) 世界の国家安定性フロンティアを押し上げた
国，安定性リア (不安定度フロンティア)を押し下
げた国をみると，スイス，アメリカ，シンガポー
ルが世界の安定性の高揚に貢献したこと，イラク，
ペルー，北朝鮮が安定性を低下させた責任がある
ことが実証された。

(3) 図 2 のように，ドイツの統合直前は安定度
(MI)は東独の方が西独より高く，不安定度 (MI−)
から見ると西独の方が東独より安定性が高かった。

(4) ソ連，チェコスロバキア，ユーゴスラビアの
3分裂事例から，いずれも分裂の 5年前から安定
度・不安定度のいずれかで測った安定性が 50％低
下して分裂に至っていた。

(5) 2004年におけるすべての国の安定性を全 14
階層に格付けしたが (表 1)，ソ連の分裂後継 15
国の中では，ロシアが第 2階層で最も高くキルギ
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図 1 USA，中国，イラクの安定度・不安定度の
推移 (基準年: 1981年)
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図 2 ドイツ統合前後の安定度・不安定度の推移

ス・タジキスタンが第 12階層で最も低い。また，
ウクライナは 2004年時点で安定性が第 10階層と
かなり低かったことが分かる。ユーゴスラビア後
継 5国では，最高がスロベニア (第 7階層)・最低
がマケドニア (第 12階層)であった。チェコスロ
バキア後継 2国のスロバキア・チェコは共に第 9
階層であった。
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